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  チャネル間競争と企業の境界 

 李　　　東　俊  1  

 要　　旨 
 　本稿では、サプライヤーによる費用削減投資が行われる状況で、チャネル間競争における垂直統合
と垂直分離の問題を検討する。生産者はサプライヤー部門を分離することによって、部品価格という
チャネルの運営手段を手に入れることが出来る。しかし、生産者はサプライヤー部門を分離すること
によって、費用削減投資をサプライヤーに委ねなければならない。本稿の結論は、各生産者はサプラ
イヤーを分離することによって、チャネル間競争が激しくなって利潤が減少するにもかかわらず、垂
直分離を選択する。垂直分離のとき、各生産者は、生産者間の競争で有利に立つために部品価格をサ
プライヤーの限界生産費用より低く設定する。このとき、生産者はサプライヤーに生じた損失をフラ
ンチャイズ料によって賄う。このような低い部品価格はサプライヤーによる費用削減投資を一層増や
すこと出来る。その結果、最終財の価格は低下し、経済厚生（＝社会余剰）は増加する。 

 キーワード：戦略的行動、垂直統合、垂直分離、過剰投資 

 1．序論 

 　最近、多くの企業による垂直分離の経済的行動が広い範囲で観察される。例えば、AT＆T
は設備部門を分離させ、Lucent Technologiesという子会社を作っている。そして、ナイキは生
産関連部門のすべてをアウト・ソーシングしており、企業内部では、それ以外の製品のデザイ
ンやマーケティング活動および小売業者への流通のみを担当している。同じアパレル企業であ
るベネトンでも、製品の製造はほとんどをアウト・ソーシングで行っている。しかし、多くの
論文が垂直統合の原因や効果を幅広く扱っていることに対して、垂直分離の原因や効果を説明
する論文はそれほど多くない。そして、本稿ではこのようなチャネルの垂直統合と分離につい
て検討する。この分野の先行研究は、大きく2つに分けられる。1つは企業の境界の問題を扱
うGrossman and Hart（1986），Hart and Moore（1990），Mayer et al.（1992），Williamson（1985），
伊藤・林田（1995）など、単一チャネルの効率的運営の観点から論じたものである。そこでは、
従業員に権限を委譲することによって、イフルエンスコストが削減されると同時に過剰介入を
排除することによって従業員に強いインセンティブを与えることが出来ると主張されている。
もう1つはBettignies（2006），Bonnano and Vickers（1988），Rey and Stiglits（1988），Chen（2005）
など、複数チャネル間競争の戦略的観点から論じたものである。そこでは、垂直分離による競
争緩和効果が指摘されている。 
 　本稿では、垂直分離されたサプライヤーは、生産者からの介入を排除し、自らの利潤を最大
にするものとする。ただし、生産者はサプライヤーに生じた損失をフランチャイズ料などによっ
てすべて補償できるとする。このような状況で、生産者はチャネルの利潤を最大にするように
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行動し、サプライヤーは生産者が設定した部品価格の下で費用削減投資量を設定する。すなわ
ち、最終財市場では数量競争が行われるのに対して、部品市場では価格競争が行われる  2 。 
 　本稿の結論は、各生産者はサプライヤーを分離することによって、チャネル間競争が激しく
なって利潤が減少するにもかかわらず、垂直分離を選択する。垂直分離のとき、各生産者は、
生産者間の競争で有利に立つために部品価格をサプライヤーの限界生産費用より低く設定す
る。このとき、生産者はサプライヤーに生じた損失をフランチャイズ料によって賄う。このよ
うな低い部品価格はサプライヤーによる費用削減投資を一層増やすこと出来る。その結果、最
終財の価格は低下し、経済厚生（＝社会余剰）は増加する。 
 　本稿の構成は以下のとおりである。まず次節では、モデルを提示する。第3節では、両生産
者がサプライヤーを統合している状況を、第4節では、非対称の状況を、すなわち、一方のチャ
ネルが統合、他方のチャネルが分離している状況、第5節では両生産者がサプライヤーを分離
している状況を分析する。第6節では、組み立て企業がサプライヤーを統合するか分離するか
の意思決定について検討する。第7節では、結論と経済的含意について述べる。 

 2．モデル 

 　同質財を生産する2人の生産者を想定し、市場の逆需要関数が 

 p＝a－（qi＋qj） （1） 

 で与えられるとする。ここで、pは最終財の価格、qi（qj）は企業 i（ j）の生産（＝販売）量で、
aはパラメータである。各々は自ら（の部品事業部門）または独立した意思決定主体であるサ
プライヤーを介して最終財のための中間財を調達すると仮定する。一方、生産者の部品事業部
門またはサプライヤーから生産された中間財の限界（＝平均）生産費用をci（xi）とし、彼らは
費用削減投資を行うことによって、それを引き下げることができるとする。すなわち、費用削
減投資によって実現される限界費用は 

 ci＝c－xi （2） 

 であり、そのための投資費用は
txi

2

2
で与えられる。ここで、cおよび tは正のパラメータであ

る。一方、単純化のために、中間財から最終財への生産費用はゼロとする。また、1単位の中
間財から1単位の最終財が生産されると仮定する。 
 　本稿では、次のような3段階ゲームを分析する。まず、第1段階では、各生産者が部品事業
部門を垂直統合し、自ら中間財を生産するか、垂直分離したサプライヤーからそれを購入する
かを選択する。このとき、垂直的分離を選択した生産者はサプライヤーに契約｛w（中間財の
価格），F（一定の支出額）｝を提示する。サプライヤーは契約するか否かを決める。第2段階：
生産者またはサプライヤーは費用削減投資量を決める  3 。第3段階：生産者が最終財の生産量を

2 価格・数量競争については、Saggi and Vetas（2002），成生・鈴木（2006）を参照のこと。
3 垂直統合の生産者は自ら費用削減投資を行うのに対して垂直分離の生産者はサプライヤーに費用削減投資の
意思決定を委譲することになる。
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決める。以下ではこのゲームの部分ゲーム完全均衡を求める。 

 3．垂直的統合 

 　この節では、第1段階において両生産者が部品事業部門を垂直統合している状況を分析する。
まず、第3段階における生産者 iの意思決定問題は 

 max πi＝（p－ci）qi－
txi

2

2
 　w.r.t. qi

 と表される。この問題の極大化条件より、反応関数 

qi（qj）＝
（a－ci－qj）

2

 が導かれる。すると、均衡における生産量は 

 qi＝
（a－2ci＋cj）

3
 （3 ― 1） 

 と求められる。また、このとき、小売価格と統合企業の利潤は以下のように与えられる。 

 p＝
（a＋ci＋cj）

3
 （3 ― 2） 

πi＝
（a－2ci＋cj）2

9
－

txi
2

2
　　i, j＝1, 2,　i≠j  （3 ― 3） 

 　このことを考慮した上で、第2段階において生産者は、中間財のための費用削減投資を行う。
この段階における生産者の意思決定問題は、 

  max πi＝
（a－c＋2xi－xj）2

9
－

txi
2

2
 　　w.r.t. xi

  と表される。この問題の極大化条件より、反応関数 

 xi（xj）＝
4（a－c－xj）
（9t－8）

が導かれる。したがって、各生産者の均衡投資量は 

   xi ＊＝
4（a－c）
（9t－4）

  （4 ― 1） 

 で与えられる。また、このときの各統合企業の限界費用、販売量、利潤および小売価格は 

  ci I＊＝
（9ct－4a）
（9t－4）

 （4 ― 2） 
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  qi I*＝
3（a－c）t
（9t－4）

 （4 ― 3） 

  p I*＝
a（3t－4）＋6ct
（9t－4）

 （4 ― 4） 

  πi I*＝
（a－c）2t（9t－8）
（9t－4）2  （4 ― 5） 

 と計算される。ここで上付き添え字 Iは、両生産者が部品事業部門を垂直統合していることを
示す。 

 4．非対称なケース 

 　次に、生産者 iは部品事業部門を垂直統合しているが、生産者 jは独立した意思決定主体で
あるサプライヤーから中間財を購入している状況を考える。非対称なケースの特徴は誰が中間
財における費用削減投資を行うかである。生産者 iの場合は、自ら中間財の生産における費用
削減投資（xi）を行うことに対して、生産者 jの場合は、中間財を生産しているサプライヤー
が費用削減投資（xj）を行う。垂直分離の場合では、生産者はサプライヤーに生じた損失を一
定の支出額（F）で賄っていると仮定する。 
 　この状況において生産者はライバル企業 jの生産量 qjを所与として、自らの利潤πiを最大
にするように、生産量 qiを設定する。このとき、生産者 iの意思決定問題は、 

  max πi＝（p－ci）qi－
txi

2

2
 　　w.r.t. qi 

 と表される。上式の最大化条件より、反応関数 

 qi（qj）＝
（a－ci－qj）

2
 

 が導かれる。 
 　一方、生産者 jの意思決定問題は、 

 max πjA＝ （p－wj）qj－F　　w.r.t. qj

 と定式化される。ここで下付き添え字 jAは垂直分離の生産者のことを示す。上式の最大化条
件より、反応関数 

   qj（qi）＝
（a－wj－qi）

2
   

 が導かれる。2つの反応関数の交点として決まる両生産者の均衡生産量は 

    qi＝
（a－2ci＋wj）

3
    （5 ― 1） 
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    qj＝
（a－2wj＋ci）

3
    （5 ― 2） 

 で与えられる。また、このとき、第3段階のクールノー均衡は 

 p＝
（a＋ci＋wj）

3
 （6 ― 1） 

 πi＝
（a－2ci＋wj）2

9
－

txi
2

2
 （6 ― 2） 

 πjA＝
（a－2wj＋ci）2

9
－F （6 ― 3） 

 πjS＝
（wj－cj）（a－2wj＋ci）

3
－

txj
2

2
 （6 ― 4） 

 と計算される。ここで、下付き添え字Aは生産者、Sはサプライヤーであることを示す。 
 　以上を考慮した上で、第2段階において生産者 iとサプライヤー jSは、費用削減投資の程度
を決定する。まず、生産者 iは生産者 jの限界調達費用wjを所与として、自ら利潤を最大にす
るように費用削減投資量（xi）を決める。この状況で生産者 iの意思決定問題は 

   max πi＝
（a－2c＋2xi＋wj）2

9
－

txi
2

2
 ,　w.r.t. xi  

 と定式化される。この問題の極大化条件より、反応関数は 

x i（wj）＝
4（a－2c＋wj）
（9t－8）

 

 で与えられる。 
 　一方、サプライヤー jSは、中間財価格wjと生産者 iの費用削減投資のレベルxiを所与とし
て、自ら利潤を最大化するように費用削減投資のレベルxjを決める。この状況でサプライヤー
jSの意思決定問題は、 

  max πjS＝
（w－c＋xj）（a＋c－xi－2wj）

3
－

txi
2

2
＋F ,　w.r.t. xj 

 と定式化される。上式の極大化条件より、反応関数は 

x j（xi, wj）＝
（a＋c－2wj－xi）

3t
 

 で与えられる。2つの反応関数の交点として決まる均衡投資量は 

x i＝
4（a－2c＋wj）
（9t－8）

   （7 ― 1） 
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 xj＝
a（3t－4）＋3ct－2（3t－2）wj

t（9t－8）
 （7 ― 2） 

 で与えられる。 
 　生産者 jAは（7 ― 2）で与えられた投資水準が行われることを踏まえて、自ら利潤を最大化す
るように、中間財価格wjおよび固定的支出額Fを決定する。ただし、中間財の価格wjの水準
は非負でなければならない。この状況での生産者 jAの意思決定問題は、 

 max πjA＝ 
｛a＋c－2wj－

4（a－2c＋wj）
9t－8 ｝

2

9
－F,　w.r.t. wj, F

s.t.πjS＝
｛a（3t－4）＋3ct－2（3t－2）wj｝｛a（3t－4）＋ct（18t－19）－2（t－1）（9t－2）wj｝

2t（9t－8）2 ＋F 0

wj 0

 と定式化される。ここで、最初の制約式が等号で成立することに留意すれば、 

 F＊＝－
｛a（3t－4）＋3ct－2（3t－2）wj｝｛a（3t－4）＋ct（18t－19）－2（t－1）（9t－2）wj｝

2t（9t－8）2  

 となることから、生産者 jAの意思決定問題は 

 maxwj
 πjA＝ 

｛a（3t－4）＋3ct－2（3t－2）wj｝｛a（2t＋1）（3t－4）－c（12t－19）＋2（t－2）（3t－1）4wj｝
2t（9t－8）2

s.t.　wj 0

 と書き変えられる。この極大化条件は、中間財の価格wj
＊が解であるとき 

 
∂πjA

∂wj
 ＝
｛ct（45t2－102t＋44）－a（3t－4）（3t2＋6t－4）－4（t－2）（3t－1）（3t－2）wj｝

t（9t－8）2 ＝0, wj
＊ 0

 または 

 
∂πjA

∂wj
＜0，wj

＊＝0 

 で与えられる。 
 　内点解の場合には、均衡中間財価格wj

＊は 

 wj
＊＝
｛ct（45t 2－102t＋44）－a（3t－4）（3t 2＋6t－4）｝

φ
 

 で与えられる。ただし、φ≡4（t－2）（3t－1）（3t－2）である。 
 　このときの最終財の生産量、価格、費用削減投資量、中間財の限界生産費用、固定的支出額、
および生産者の利潤はそれぞれ 
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 qi
A＊＝

3（a－c）t（3t 2－10t＋4）
φ

 （8 ― 1） 

 qj
A＊＝
（a－c）t（3t－4）
2（3t－1）（t－2）

 （8 ― 2） 

 pA＊＝
a（3t－4）（3t 2－10t＋4）

φ
 （8 ― 3） 

 xi
A＊＝
（a－c）（3t 2－10t＋4）

φ
 （8 ― 4） 

 xj
A＊＝
（a－c）（3t－4）
2（3t－1）（t－2）

 （8 ― 5） 

 ci
A＊＝

ct（9t 2－24t＋10）－a（3t 2－10t＋4）
φ

 （8 ― 6） 

cj 
A＊＝

ct（6t－11）－a（3t－4）
2（3t－1）（3t－2）

 （8 ― 7） 

π iA＊＝
（a－c）2t（9t－8）（3t 2－10t＋4）2

16φ2  （8 ― 8） 

 πjA
A＊＝
（a－c）2t（3t－4）2

8φ
 （8 ― 9） 

 FA＊＝
（a＋c）2t（3t－4）2（3t 2－3t－2）

8（3t－1）（t－2）φ
 （8 ― 10） 

 と表される。ここで上付き添え字Aは、生産者 iは部品事業部門を垂直統合しているのに対し
て、生産者 jは部品事業部門を垂直分離していることを示す。 

 5．垂直的分離 

 　この節では、両生産者が独立した意思決定主体であるサプライヤーを介して中間財を購買す
る状況を分析する。この状況で、生産者 iの限界調達費用がwiであることに留意すれば、第3
段階のクールノー均衡における生産者の生産量は 

 q i＝
（a－2wi＋wj）

3
  （9 ― 1） 

 で与えられる。また、このときの最終財の価格は、 

 p ＝
a＋wi＋wj

3
  （9 ― 2） 
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 　このことを考慮した上で、第2段階においてサプライヤー iSは、自ら利潤を最大にするよう
に費用削減投資xiを行う。この段階におけるサプライヤー iSの意思決定問題は、 

   max πiS＝
（wi－c＋xj）（a－2wi＋wj）

3
－

txi
2

2
＋Fi 　w.r.t. xi  

 と表される。 
 この問題の極大化条件より、各サプライヤーの費用削減投資量は 

x i＝
a－2wi＋wj

3t
   （10） 

 で与えられる。 
 　これらから、第1段階において生産者 iは、ライバル生産者の中間財価格wjと一定の支出額
Fjを所与として、自らの利潤を最大化するように中間財の価格wiと一定の支出額Fiを設定す
る。したがって、彼の意思決定問題は、 

    max πiA＝
（a－2wi＋wj）2

9
－Fi ,　w.r.t.　wi, Fi   

s.t.　πiS＝
（a－2wi＋wj）｛a－6ct－2（3t－1）wi＋wj｝

18t
＋Fi 0

wi 0

 と定式化される。ここで、最初の制約式が等号で成立することに留意すれば、 

F i＊＝
（a－2wi＋wj）｛a－6ct－2（3t－1）wi＋wj｝

18t
 

 となることから、生産者 iAの意思決定問題は 

 maxwi
 πiA＝

（a－2wi＋wj）｛a（2t＋1）－6ct＋（2t＋1）wi＋2（t－1）wj｝
18t

 

s.t.　wi 0

 と書き変えられる。この問題の最大化条件より、反応関数は 

 wi（wj）＝
6ct－a（t＋1）－（t＋2）wj

4（t－1）
 

 と導かれる。そして、各生産者の均衡中間財価格は、 

 wi
＊＝

6ct－a（t＋2）
5t－2

 （11 ― 1） 

 で与えられる。また、このときの各生産者の生産量、最終財の価格、利潤、およびサプライヤー
の投資量、および中間財の限界費用は、それぞれ 
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 qi
S＊＝

2（a－c）t
5t－2

 （11 ― 2） 

 pS＊＝
a（t－2）＋4ct

5t－2
 （11 ― 3） 

π iS＊＝
2（a－c）2t（t－1）
（5t－2）2  （11 ― 4） 

 xi
S＊＝

2（a－c）
5t－2

 （11 ― 5） 

 ci
S＊＝

5ct－2a
5t－2

 （11 ― 6） 

 と計算される。ここで上付き添え字Sは、両生産者が部品事業部門を垂直分離していることを
示す。 

 6．企業の境界：統合か分離か 

 　この節では、第1段階における生産者の意思決定問題について検討する。両生産者がともに
統合を選択するケースやともに分離を選択するケース、および非対称なケースの生産者の利潤
は、これまでに検討されている。 
 　ここで、極大化の2階条件および諸変数が非負であることを保証するために、 

 t＞34 （12 ― 1） 

 a 2c5 （12 ― 2） 

 k（＝ a
c ）

（9t 2－24t＋10）
（3t 2－10t＋4）

6 （12 ― 3） 

 k（＝ a
c ）

t（45t 2－102t＋44）
（3t－4）（3t 2＋6t－4）

7 （12 ― 4） 

 を仮定する。 
 　一方、第1段階におけるゲームの利得表は表１で与えられる。 
 

4 実際、極大化2階条件は t 8/9であるが、この条件は、非対称な状況で分離企業の限界費用が非負であるこ
とを満たすためである。

5 この式は非対称な状況における統合企業の費用削減投資が非負であることを満たすための条件である。
6 この条件は非対称な状況における統合企業の限界費用が非負であることを満たすための条件である。
7 この条件は非対称な状況における中間財の価格が非負であることを満たすための条件である。
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このとき、 

 πi
D＞πj

DI （13 ― 1） 

 πi
D＞πi

DI （13 ― 2） 

 であるから、（12 ― 1）、（12 ― 2）、（12 ― 3）、および（12 ― 4）式の仮定のもとでは、πi
D＞πj

DIおよ
びがπi

D＞πi
DI成立する。すなわち、垂直分離を採用することが支配戦略となっている。以上

から、次の命題が成り立つ。 
  命題1： （1）式の需要関数のもとで、部分ゲームの完全均衡の第1段階において、両生産者は
ともに垂直分離を採用する。 
 次に、両生産者が垂直統合を採用する場合と垂直分離を採用する場合を比較する。2つの場合
の最終財の価格、費用削減投資量、および生産者の利潤を比較すれば、 

pI＊－pD＊＝
2（a－c）t（3t－2）
（5t－2）（9t－4）

＞0  （14 ― 1） 

 qi
D＊－qi

I＊＝
（a－c）t（3t－2）
（5t－2）（9t－4）

＞0 （14 ― 2） 

 xi
I＊－xi

D＊＝
2（a－c）t

（5t－2）（9t－4）
 （14 ― 3） 

 πi
I＊－πi

D＊＝
（a－c）2t 2（63t 2－74t＋20）
（5t－2）2（9t－4）2  （14 ― 4） 

 を得る。これらから、第1に、生産者がともに垂直分離を採用しているときの方が最終財の価
格が低くなる。そのゆえ、生産者の利潤が低くなることが分かる。すなわち、垂直分離によっ
て、生産者利潤は減少するが、消費者厚生および経済厚生は増加する。第2に、生産者がとも
に垂直統合を採用しているときの方が最終財の生産量が垂直分離の方より低いのにもかかわら
ず、費用削減投資量が多くなることが分かる。したがって、次の系が成立する。 
  系1： 両生産者がともに垂直統合を採用しているとき、両生産者は第3段階の競争で有利にす
るために過剰投資を行っている  8 。 

8 この点については、Spence（1977）とBrander＆Spencer（1983）などを参照のこと。

表1　両生産者の利得表

生産者 j

統合 分離

生産者 i
統合 （πi

I, πj
I） （πi

ID, πj
ID）

分離 （πi
DI, πj

DI） （πi
D, πj

D）

各欄の最初の値は生産者 iの利潤、後の値は生産者 jの利潤である。
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 7．結論 

 　本稿では、サプライヤーによる費用削減投資を考慮しつつ、チャネル間競争における企業の
境界について検討した。本稿の主要な結論は、各生産者はサプライヤーを分離することによっ
て、チャネル間競争が激しくなって利潤が減少するにもかかわらず、垂直分離を選択する。垂
直分離のとき、各生産者は、生産者間の競争で有利に立つために部品価格をサプライヤーの限
界生産費用より低く設定する。このとき、生産者はサプライヤーに生じた損失をフランチャイ
ズ料によって賄う。このような低い部品価格はサプライヤーによる費用削減投資をより増やす
こと出来る。その結果、最終財の価格は低下し、経済厚生は増加する。 
 　また、本稿の議論は、製品ライフサイクルの成長期から成熟期にかけて、需要の拡大ととも
に部品価格や最終財の価格が低下するという知られる事実を説明する。生産者とサプライヤー
が分離している状況では、需要が増加するとき、生産者は部品価格を引き下げる。このことが
販売量の増加を導き、さらにサプライヤーの費用削減投資を増やす。その結果、費用削減投資
の効率性が良い状況（tの値が低い場合）では、部品価格をより低下させ、最終財価格の低下
を導くのである。 
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